
千円 千円 ％

介護報酬改定 +1.14% +0.54% +2.13% +0.70% +1.13% +1.59%
(３年に1度) 消費増税

［10%］対応

主な制度改正 制度施行

第1号被保険者数
（人）

293,345 403,312 409,331 413,304 415,313 418,218 418,255 417,442 417,178 416,055 414,905

※下段は対前年度増減 ― ＋5,577 ＋6,019 ＋3,973 ＋2,009 ＋2,905 ＋37 ▲ 813 ▲ 264 ▲ 1,123 ▲ 1,150

千円 千円 ％

障害者受給者数
（人）

― 11,519 11,790 11,963 12,238 12,436 12,584 12,838 12,962 13,029 13,173

対前年度増減 ― ＋497 ＋271 ＋173 ＋275 ＋198 ＋148 ＋254 ＋124 ＋67 ＋144

障害児受給者数
（人）

― 2,092 2,269 2,503 2,660 3,069 3,298 3,736 4,062 4,472 4,842

対前年度増減 ― ＋209 ＋177 ＋234 ＋157 ＋409 ＋229 ＋438 ＋326 ＋410 ＋370

令和６年度 対前年度比

7.19

4.50

8,002,753

42,880,992

介護給付費等支払確定状況

表１　介護給付費等支払確定状況

図１　介護給付費等支払確定額等の推移

※１．介護給付費等には、高額介護サービス費、指定入所者介護サービス費などを含む。平成27年度からは介護予防・日常生活支援総合事業費を含む。
※２．被保険者数は、外国人被保険者、住所地特例被保険者を除く各年度末数値。
※３．第１号被保険者の４年度以降の減少は、65歳以上の死亡数が65歳到達者を上回ったことによると思われる。
　　　　（本県の年間死亡数約２万人のうち、65歳以上は９割以上を占めている。）

141,112,076 0.85介護給付等

令和７年度 令和６年度

142,306,693

区分 対前年度比

※１．障害介護給付費等には、地域生活支援事業費を含む。
※２．受給者数は各年度末数値。（平成２６年度以前はデータ無し）

　令和７年度の介護給付費等支払確定額は1,423億円（月平均119億円）で対前年度比0.85％の増となった。（表１参照）
　なお、支払確定額等の推移は図１のとおりである。

障害介護給付費等支払確定状況
　令和7年度の障害介護給付費等支払確定額は448億円（月平均37億円）で対前年度比4.50％の増、障害児給付費支
払確定額は86億円（月平均7億円）で対前年度比7.19％の増と、いずれも増加した。（表２参照）
　なお、支払確定額等の推移は図２のとおりである。

表２　障害介護給付費等支払確定状況

障害介護給付費等

図２　障害介護給付費等支払確定額等の推移

障害児給付費

区分 令和７年度

8,578,304

44,810,830

520億円

1,411億円 1,423億円

1,266億円 1,300億円 1,319億円 1,346億円 1,374億円 1,393億円 1,380億円 1,398億円
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支払額 第１号被保険者数（億円） （万人）

自己負担３割

(高所得者層)を導入

介護職員等の

ベースアップ対応
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障害児給付費

(平成20年10月開始)

障害介護給付費等

(平成19年10月開始)

障害者受給者数 障害児受給者数

（億円） （人）

328億円
349億円

362億円
383億円

404億円
423億円

441億円

169億円

469億円

509億円

534億円


